


コスト面からみた資本、労働の動き 
 

【要  旨】 

 

１．わが国経済は、設備投資の循環的拡大が確認される一方、雇用面ではパートタイム比率の

上昇など雇用形態の多様化による賃下げ圧力が依然強い。今後の資本、労働の推移を占うう

えでは、現在が過去のトレンドの推移からみて、どのような位置にあるかを探ることが重要

であると考えられる。 

  生産活動における２大生産要素である資本と労働の動きは、企業もしくは経済全体の生産

活動の推移や生産技術体系の変化などを表す。これら生産要素の投入は、それによって得ら

れる期待収益水準の大きさに左右されると同時に、それぞれの生産要素の使用コストからも

影響を受ける。また資本と労働はそれぞれ独立ではなく、お互いに何らかの関連性を有しつ

つその動きが規定されていると考えられる。本稿は、1980 年以降の資本、労働という２つの

生産要素の動きについて、その相互関連性に留意しつつ、コスト面からのアプローチに焦点

を絞って検討を試みるものである。 

 

２．わが国の資本ストックは、一貫して増加トレンドがみられるものの、90 年代に入り伸び率

は鈍化した。この資本ストックの伸び悩みは、資本の新規取得である設備投資が抑制されて

きたことが原因である。一方、労働投入量（マンアワーベース）は、80 年代までは増加トレ

ンドがみられたものの、90 年にピークを迎えた後は緩やかな減少トレンドを示している。こ

れは、90 年代前半は労働基準法改正などに伴う労働時間短縮、90 年代後半は企業のリストラ

クチャリングに伴う労働者数の減少などが原因である。このように、資本、労働はいずれも

90 年代以降、調整局面ないし抑制基調にあるといえる。 

 

３．設備投資行動に影響を与える資本コストを算出すると、基調としては下落トレンドにある。

この資本コストの下落要因を探ると、80 年代は資本財の相対価格の低下、90 年代入り後は金

利低下に伴う名目資金調達コストの低下が主因である。しかしながら、デフレの進行による

実質コストの押し上げ圧力も大きく、特にここ数年では資本コストの上昇が観察される。 

  資本コストの下落は設備投資・資本ストックの増加を後押しするものと考えられるが、実

際には 90 年代以降資本コストの下落と同時に設備投資の低迷が生じており、両者には正の相

関さえみられる。 

 

４．労働投入量に影響を与える労働コストを算出すると、一貫して上昇トレンドが続いており、

資本コストとは対照的な推移をみせている。労働コストの上昇は 90 年代半ばまでは主に名目

賃金の上昇によるものであったが、90 年代後半以降は物価要因（デフレ）が労働コストの上

昇をもたらしている。 



  労働コストの上昇は労働投入量にマイナスの影響を与えるものと予想されるが、両者にマ

イナスの関係がみられるのは 90 年代以降であり、80 年代には正の相関がみられた。以上よ

り、資本と労働をそれぞれ別個に考察する限りでは、コスト指標と投入量との間には、はっ

きりとした関係はないようにみえる。 

 

５．資本に対する労働の相対価格と資本・労働比率の関係をみると、両者には一貫して右上が

りの関係がみられる。また資本と労働の代替の弾力性を計測するとほぼ安定した動きを示し

ており、相対価格の上昇（資本コストの相対的な低下）に合わせて、資本・労働比率もほぼ

一定の割合で上昇（資本ストックの相対的な増加）しているといえる。このことから、資本

コスト、労働コストは相対的な関係を通じて資本、労働の投入割合に影響を与えているとい

うことが分かる。 

 

６．資本、労働の推移は、相対価格変化に伴う（資本－労働間の）要素代替による部分と、生

産量の増加による部分とに分けることができる。80 年代は経済成長に伴う生産量の増加効果

が大きかったことから、80 年代末の労働量は 80 年代初よりも増加した。一方、90 年代以降

は代替効果による減少圧力が大きく生産量の伸びも低くなっていることから、02 年末の労働

量は 90 年代初よりも減少している。00 年～02 年の数値を用いた試算では、資本に対する労

働の相対価格が１％上昇すると、代替効果により労働に 0.3％の減少圧力がかかる。この労

働の減少を回避するためには、技術進歩など他の要因を捨象すると、0.3％の生産量の増加が

必要である。90 年以降の相対価格の変化（年平均 4.0％増）が今後も続くと仮定すると、労

働量を維持するためには、実質で年 1.4％以上の経済成長を達成する必要があるということ

になる。 

  以上のように、低成長経済においては、一方の価格（資本コスト）の低下が、他方の生産

要素（労働）の減少を顕在化させている可能性があることに留意が必要である。雇用を維持

するためには、これまで以上に雇用創出を促す施策が必要である。 
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はじめに 

 

 80 年代までの日本経済はオイルショック期を除いて一貫してプラス成長を維持し、それに応

じて生産活動に必要とされる資本、労働の投入も拡大の一途を辿ってきた。ところが 90 年代に

入り経済情勢が長期にわたって低迷するなかで、資本ストックは調整過程を続けており、失業

率が５％台に達していることにも象徴される通り雇用環境も依然厳しい状態が続いている。足

もとでは設備投資の循環的拡大が確認され、企業のリストラの一服感を受け雇用情勢の悪化に

下げ止まりがみられているが、今後の資本、労働の推移を占う上では、現在が過去のトレンド

の推移からみてどのような位置にあるかを探り、その変動要因を検討することが重要であると

考えられる。 

 本稿は資本、労働それぞれの使用コスト－資本コストと労働コスト－を算出し、その時系列

的な推移を概観するとともに、資本および労働投入量との関連について考察するものである。

企業の生産活動において必要とされる生産要素である資本と労働の投入量の動きは、企業もし

くは経済全体の生産活動の推移や生産技術体系の変化などを反映する。従ってこれら生産要素

の投入は、生産要素価格の変化以外にもそれによって得られる期待収益水準の大きさや技術変

化等によっても規定されると考えられるが、本稿ではこの中で主にコスト面に焦点を絞り、生

産要素価格によって生産要素投入がどれだけ説明できるか（あるいはできないか）を検討する。

考察の対象期間は 1980 年以降とする。 

 本稿の構成は以下の通りである。まず第１章では資本コスト、労働コストを算出し、それぞ

れの推移を概観する。またそれぞれの要素価格と生産要素の動きを比較し、資本と労働を独立

に考察する限りでは要素価格と要素投入との間の関係は必ずしも明確ではないことを示す。 

 次に第２章では資本と労働の代替関係を考慮し、両者の相対価格比と相対量との間には密接

かつ安定的な関係があることを示す。続く第３章では第２章でみられた関係を用いて、80 年以

降の資本と労働の推移を要因分解し、両者の動きがどのような要因で生じたのかを考察し、今

後のインプリケーションを探る。 
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第１章 資本コスト、労働コストの推移 

 

１．1980 年以降の資本、労働の推移 

 資本コスト、労働コストの算出に入る前に、ここではまず 80 年以降の資本ストックと労働量

の推移を概観する。これを表したものが図１－１である。 

 「民間企業資本ストック」における資本ストック（進捗ベース）は、過去幾度かの景気循環

の波に関わらずほぼ一本調子で増加傾向にあり、02 年には 80 年の３倍以上の水準に達してい

る。これはわが国経済の経済発展とともに資本蓄積が進んできたことの反映である。 

 ただし図１－２よりこの間の資本ストックの伸び率をみると、80 年代は年平均６％台の伸び

で増加していたのに対し、バブル崩壊後の 90 年代以降は顕著に伸びが鈍化し、02 年では２％

台にまで落ち込んでいる。これを資本の新規取得である設備投資要因と除却要因とに分けてみ

ると、90 年代以降の資本ストックの伸びの鈍化は、除却率が４％前後でほぼ安定して推移した

一方で、企業の期待成長率の低下などから設備投資が抑制されたため1であることが分かる。資

本ストックに対する設備投資の割合を表す設備投資比率は、80 年代は 10％を超える水準であっ

たが、最近では６％台に低下している。除却率は４％であるから、単純に考えると設備投資の

うち更新投資に相当する部分が７割弱を占めていることになる。つまり企業部門が更新投資の

範囲を上回る部分の設備投資を絞り込んでいることが資本ストック鈍化の原因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
1 期待成長率と設備投資との関係は内閣府（2001）を参照。なお内閣府「平成 14 年度企業行動に関するアンケ

ート調査」によると、調査対象企業の今後３年間（2003～05 年度）の予想経済成長率（実質）は 0.7％と２年

連続で１％割れの結果になっている。 
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 足もとで設備投資は増勢に転じ、景気持ち直しの牽引役としてその存在感を強めているが、

図１－３の資本ストック循環図をみると設備投資と資本ストックの循環は次第に左方へとシフ

トしており、足もとの設備投資の盛り上がりにおいてもそれがストックの増加には結びついて

いないことが分かる。特に製造業の資本ストックは 2003 年４－６月期に初めて前年比マイナス

を記録した2。これは設備投資が増加しているにもかかわらず除却率が急上昇したためである。

これには一時的な特殊要因が影響している可能性が高いが、90 年代以降の資本ストックの伸び

悩み傾向を端的に象徴する現象と捉えることができる。 

 図１－１に戻り次に労働量3の推移についてみると、80 年代は増加基調で推移したものの、

90 年をピークとしてそれ以降は緩やかな減少に転じ、02 年における労働量は 80 年当初の水準

にまで戻っている。この動きを労働者変化要因と労働時間変化要因とに分解したものが図１－

４である。 

 ここからいくつかの点が指摘できる。第一に、80 年代は常雇4を中心に雇用者が一貫して増

加し、これが労働量の増加基調を形成した。第二に、80 年代後半になるとそれまでほぼ横ばい

で推移してきた労働時間が顕著に減少し、91 年には労働量の減少をもたらした。これは趨勢的 

                                                       
2 内閣府（2003）。 
3 就業者数×労働時間のマンアワーベース。雇用者ベースでは 90 年以降横ばいでの推移が続いている。なお本

稿では原則労働量を就業者ベースで統一することにする。内容的に雇用者ベースでみた方が望ましい部分もあ

るが、いずれの分析においても就業者ベースと雇用者ベースとで最終的な結果にそれほど差異は生じない。 
4 雇用者のうち常雇とは、役員及び１年超あるいは期限を定めず雇われている者をいう。また臨時・日雇とは、

１年以内の期間を定めて雇われている者をいう。 
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に労働時間の短いパートタイム労働者が増加しているという職種構成の変化のほか5、88 年の

改正労働基準法の施行を皮切りに週休二日制の導入等いわゆる時短が推し進められてきたとい

う背景がある。第三に、95 年には労働時間減少による下押し圧力が一服したことから労働量は

増加に転じたが、98 年になるとこれまで労働量増加の原動力となってきた常雇の雇用者が前年

比減少に転じ、これが労働量を再び押し下げる要因となった。人口動態の状況に目を転じると、

わが国ではすでに生産年齢人口（15～64 歳）が減少局面へと突入している。ただしその一方で

失業率は５％台の高水準で推移しているため、昨今の労働量の減少は人口動態要因のみでは説

明できず、やはり低迷する経済情勢の影響によるところが大きい6。 

 以上のように資本ストック、労働量はいずれも 80 年代は経済成長と歩調を合わせるように増

加傾向を示したが、90 年代に入りその増加ペースは鈍化ないし減少へと転じ、抑制傾向がみら

れている。日銀短観より企業サイドにおける設備・雇用の過剰感をみても、90 年代以降は 80

年代と比べると過剰感が総じて高水準であり、景気の山の時にも設備・雇用過剰感がゼロを下

回らない（不足感が生じない）状況が続いている（図１－５）。経済成長が鈍化するなかで資本・

労働の増加には慎重な姿勢が現れている。 

                                                       
5 月間労働時間を比較すると、一般労働者は 168.1 時間であるのに対し、パートタイム労働者は 95.1 時間と６

割弱の水準である（厚生労働省「毎月勤労統計調査」事業所規模５人以上、2002 年値）。 
6 「国勢調査」によると、生産年齢人口は平成 12（2000）年調査で調査開始以来初の減少に転じ、平成７（1995）
年調査と比較すると、94.5 万人の減少となった。一方、15～64 歳の就業者（国勢調査ベース）はこの間 140.9
万人減少している。 
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２．資本コストの推移 ～下落トレンドにあった資本コスト 

 以上のように資本、労働は 90 年代に入り抑制傾向にあるが、それぞれのコスト指標である資

本コスト、労働コストはどのような推移を辿ったのかを次に検討する。これらコスト指標によ

って資本、労働といった生産要素の投入がどれだけ説明できるのかを検討するのがここでの目

的である。ここではまず資本ストックの投入に影響を及ぼすと考えられる資本コストを算出し、

その動きをみることにしたい。 

 資本コストの算出方法、算出式にはいくつかのタイプがあるが、ここでは一般的な Jorgenson

型の資本コストを算出する7。具体的な算出式は、 

 
)1(

))(1(
τ

δπτ
−

+−−−
P

rzkPk  

 （Pk：資本財価格 k：投資税額控除率 τ：実効税率 z：減価償却累計額の現在価値 r：

名目割引率 π：期待物価上昇率 δ：減価償却率 P：生産物価格） 

である。データの出所等の詳細は補論１にまとめてある。上式は、簡単に述べれば資本コスト

として資金調達コストのほか、資本減耗（減価償却費）や資本財の相対価格水準、税制要因等

を考慮したものである。 

 図１－６が上式に基づいて算出した資本コストの推移である。一見して分かるように幾度か

の上昇局面はみられるものの、全体として資本コストは下落トレンドを辿っている。つまり生

産活動を行う企業にとって、１単位の資本投入に要する費用は年々割安になっているというこ

とである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
7 Jorgenson（1963）（1965）、Hall and Jorgenson（1967）、Coen（1968）等を参照。 
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 この資本コストの動きを要因分解したものが図１－７である。ここでは資本コスト前年比を

資本財価格の（一般物価に対する）相対的な価格変化による部分（相対価格要因）と、資金調

達コストと減価償却の変化による部分（割引率要因）、法人税等の税制の変更による部分（税制

要因）の３つに分けている。また割引率要因に含まれる物価変動要因（πの変化）については、

影響が大きいため独立して表記している。 

 各要因別に資本コストの動きをみると、まず相対価格要因はほぼ一貫して資本コストを押し

下げる要因として働いていることが分かる。つまり資本財価格が相対的に安価となってきてい

ることを意味している。これは図１－８にあるように、生産物価格（P）が最近期を除いて上

昇基調にあったのに対し、資本財価格（Pk）が横ばいないし下落基調で推移したためである。

資本財価格の安定は主に電気機械を始めとする機械類の価格下落が要因であり、技術革新によ

る生産性の向上により製品価格の下落が続いた機械類の影響が資本財でより大きく現れたこと

が背景にある8。 

 

                                                       
8 本稿では生産物価格（P）は GDP デフレータ、資本財価格（Pk）は企業物価指数より算出している（補論１

参照）。GDP デフレータはパーシェ、企業物価指数はラスパイレスという指数算式の違いがあるが、指数算式

の特性上、パーシェ指数は下方に、ラスパイレス指数は上方にバイアスを持つことが知られている。ただし Pk

にパーシェ指数である設備投資デフレータを用いてもほとんど同じ推移を示すため、指数算式の違いによって

上述の結論が変わることはない。 
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 次に物価変動要因を除いた割引率要因は、バブル期を除き資本コスト低下要因として働いて

いる。これは主に金利低下に伴う名目資金調達コスト（r）の低下によるところが大きい。特に

90 年代以降は低金利政策が継続したため、名目金利の低下は資本コストの低下トレンド形成に

大きな役割を果たした。 

 一方で物価変動要因（π）はこれと対照的な動きをみせており、バブル期を除いては概ね資

本コストを押し上げる方向に作用している。インフレ率の上昇は実質金利の低下を通じて資本

コストを押し下げる方向に、またインフレ率の低下は実質金利を上昇させ資本コストを押し上

げる方向に働くが、80 年代は 70 年代までの高インフレ期から次第に低インフレへと移行した

時期であり、物価上昇は徐々に沈静化していった。これが資本コストには上昇要因として作用

したのである。インフレ率はバブル期にいったん上昇したものの、その後は再び沈静化し近年

ではデフレ状態に陥っていることから、昨今の資本コスト押し上げの最大の要因となっている。 

 最後に税制変更要因は相対価格要因、割引率要因と比べるとそれほど大きな寄与を示してい

ない。ただし最近では法人税率等の引き下げが実施された 98、99 年には資本コストを大きく引

き下げる要因となった9。 

 今度は年代別に資本コストの動きをみる。まず 80 年代は主に相対価格要因が資本コストの低

下要因となっていたことが分かる。割引率要因も低下方向へと作用したが、インフレの沈静化

から物価変動要因とあわせて考えると全体としてはほぼ相殺された。 

 他方 90 年代は割引率要因の低下寄与が大きい。これは前述の通り名目金利低下に伴う名目資

                                                       
9 引き下げ内容は以下の通り。 
 98 年度：法人税率 37.5％→34.5％ 事業税率 12.0％→11.0％ 
 99 年度：法人税率 34.5％→30.0％ 事業税率 11.0％→9.6％ 
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金調達コストの低下によるものである。ただし図１－６をみると 93 年から 97 年にかけては資

本コストはほぼ横ばいで推移している。これは名目の資金調達コストが低下する一方でデフレ

が進行し10、実質ベースの資金調達コストを上昇させたためである。 

 その後 98、99 年は法人税率等の引き下げにより資本コストは大きく低下したものの、00 年

からは再度強含みの状態にある。これは割引率要因の低下寄与が小さくなっているためである。

つまり名目金利がゼロ近傍にまで下がり更なる下げ余地が限られているなかで、デフレの影響

が資本コストを押し上げているのである。そこで資本コストに与えるデフレの影響をみるため、

物価上昇率（π）を除いたベースの資本コストを算出し、図１－６の資本コストとの動きを比

較すると（図１－９）、物価上昇率を除いた場合の資本コストは 91 年以降一貫して下落してお

り、デフレの影響で資本コストが高止まりしている様子が明らかとなる。両者の乖離率は 02

年で２割に達しており、インフレが資本コスト上昇を抑制していた 80 年代とは正反対の状況に

ある。足もとでは 03 年に入り物価に一部下げ止まりがみられているが11、全体としては依然デ

フレ状態にあり、資本コストへの上昇圧力は払拭できていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
10 GDP デフレータをみると、95 年に 80 年以降初めてデフレータが前年を下回り、その後消費税率引き上げの

あった 97 年を除いて前年を下回る状態が続いている。 
11 例えば消費者物価指数（全国、生鮮食品を除く総合）は、社会保障・税制面での制度変更という特殊要因も

あり、2003 年 10 月に５年６ヵ月ぶりとなる前年比プラスを記録し、その後ゼロ近傍での動きを続けている。

企業物価指数でも緩やかに下落幅が縮小しているが、GDP デフレータでは依然下落幅は大きい。 
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３．設備投資の推移と資本コストの関係 

 前節で資本コストは 80 年以降総じて下落トレンドにあったことが確認された。資本コストの

低下は企業の生産活動における資本の使用コストを引き下げるため、資本投入の増加を促すと

考えられる。除却率が一定と仮定すると資本投入量の増加は設備投資の増加となって現れるこ

とになるが、実際に図１－２でみたように、わが国の資本ストックの伸びは除却率が近年まで

は安定的に推移したことから設備投資の変動によって規定されてきた。従って資本コストの低

下は設備投資に直接的に影響を与えていると考えられる。そこで以下では資本コストと設備投

資との関係を考察することにする。 

 図１－10 は投資比率（当期の設備投資を期首の資本ストックで除したもの）と資本コストの

動きを並べてみたものである。これをみると投資比率は 80 年代は一進一退の状況を続けていた

が、バブル期に急速に盛り上がった。しかしその後は急速に低下し、投資比率は 80 年代を下回

る水準で推移している。この投資比率と資本コストの間には通常負の関係があると予想される

が、これまでみてきたように資本コストもこの間低下を続けており、80 年代でも図を見る限り

ではむしろ正の関係がみられるようである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ただしこれは生産量水準など資本コスト以外の要因を考慮していない。そこで次により詳し

い関係をみるために Jorgenson 型設備投資関数の推計を試みることにする。これは生産要素価

格を所与として最適な資本ストック量が導き出され、現実の資本ストック量と最適な資本スト

ック量との差を埋めるように投資量が決定されるというものであり、次式で表される12。 

                                                       
12 詳しくは Jorgenson（1963）（1965）、堀内・鈴木・花崎・大瀧（1984）等を参照。 
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 （I：粗投資 pY：名目 GDP c：資本コスト K：資本ストック） 

 Jorgenson 型設備投資関数では資本コストのほかに生産量変動が説明変数として加わってい

る。ここでは堀内・鈴木・花崎・大瀧（1984）に倣いラグ構造にアーモン・ラグを仮定し推計

を行った（AIC 基準によりラグの長さは３期、次数は２とした）。結果は表１－11 の通りであ

る。 

 推計結果をみると、係数はいずれも符号条件を満たしており、各係数のｔ値も有意であるが、

D.W.比が低く系列相関の存在が疑われる。係数の符号をみると、資本コストが設備投資に与え

る影響を表すβi の係数は正であることから、生産量の増加は設備投資にプラスに、資本コスト

の低下は設備投資にマイナスに影響を及ぼすとの解釈が一応可能であり、これは一般的に予想

される関係と整合的である。しかし上式では生産量と資本コストが一つの項にまとまっており、

それぞれの影響が分かりにくいという欠点がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 そこで次に、投資比率を資本コストと生産量伸び率で説明する浅子・朱（1992）と同様の推

計式を推計した。結果は表１－12 に掲げられているが、資本コストの係数は正と、期待される

符号条件とは逆となり、かつ有意となった。つまりこの推計結果では資本コストの低下が設備

投資の減少をもたらすという結果となってしまっている。一方で実質 GDP 成長率の項は符号条

件を満たしかつ有意であり、生産量が資本投入に正の影響を与えていることが確認された。 

 以上の簡単な推計結果をみる限り、資本コストが設備投資、そして資本ストックに与える影

響は不明瞭である。実際これまでの資本コストと設備投資との関係についての実証分析例をみ

ても、資本コストを独立の説明変数として扱った場合、資本コストと設備投資との間に負の関
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係がみられるか否かはまちまちであり、それほど明確な結論は得られていないようである13。

ここでは資本コストに関する分析はいったんとどめ、次にもう一つの生産要素である労働の投

入に影響を与えると考えられる労働コストについてみていくことにしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．労働コストの推移 ～上昇トレンドにあった労働コスト 

 資本コストと同様にして 80 年以降の労働コストの推移をみたものが図１－13 である。ここ

での労働コストは名目賃金を時間給に換算し、さらにそれを実質化したものである14。ここか

ら分かるように、労働コストは年平均 1.7％の伸びでほぼ一本調子の上昇トレンドを示してい

る。つまり労働については年々その単位当たりの投入コストが高まっているということを意味

している。これは下落トレンドがみられる資本コスト（図１－６）の動きとは対照的である。 

 この労働コストの動きを物価要因、名目賃金要因、労働時間要因の３つに分けてみたものが

図１－14 である。これをみると 90 年代半ば以降２つの変化が生じている。第一に 90 年代半ば

まで一貫して労働コストの上昇要因であった名目賃金が、98 年に前年比マイナスを記録して以

降、労働コストの減少要因に転じている。毎月勤労統計調査上、名目賃金の減少は比較可能な

1971 年以降初めてであり、これには長期的な景気低迷を背景として各企業で雇用調整と同時に

賃金調整が行われているといった要因のほか、賃金水準の低いパートタイム労働者の割合が上

昇しているといった構造的な側面もある15。 

 第二に物価要因が 90 年代半ば以降労働コスト上昇要因に転じている。これはいうまでもなく

デフレによるものであり、特に 99 年以降は物価下落が労働コストを大きく押し上げる要因とな

っている。 

                                                       
13 鈴木・宮川（1986）、平山・國則（1986）、岩田・鈴木・吉田（1987）、Ford and Poret（1990）、浅子・朱（1992）、
Sekine（1999）、清水谷・寺井（2003）等。 
14 本稿で使用する労働コストは、特に断りのない限り全て GDP デフレータで除した実質値である。 
15 パートタイム労働者の現金給与総額でみた賃金水準は、一般労働者の２割強にとどまっている。近年の賃金

の動向とその要因については宮永（2002）参照。 
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 このように労働コストの上昇は、90 年代半ばまでは名目賃金の上昇が大きく寄与していた16。

その一方で物価要因はインフレによる実質価値の低減を通じて労働コストの上昇を緩和してい

たのである。ところが 90 年代後半になると名目賃金要因が押し下げ要因へと転じ、代わりに物

価要因が押し上げ要因へと転じた。図１－13 にあるように、労働コストは 97 年以降多少鈍化

がみられるものの基調としては依然上昇を続けているが、これはデフレの影響によるものであ

ることが分かる。近年企業部門は収益改善を図るために人件費を始めとする固定費の削減を積

極化しているが17、デフレの影響によって労働コストが高止まり、その影響が一部減殺されて

しまっていることがここからもうかがわれる。 

 

５．労働の推移と労働コストの関係 

 このように、労働コストは要因に変化はあるものの一貫して上昇基調にあることが確認され

た。こうした労働コストの上昇は、一般に企業の生産活動における労働量の投入を抑制する方

向に作用すると考えられる。そこで 80 年以降の労働量と労働コストの推移を並べてみたものが

図１－15 である。これをみると 90 年代以降は労働コストが上昇するなかで労働量が減少して

おり、確かに上記予想と一致している。ところが 80 年代は労働コストの上昇と同時に労働量も

増加しており、図を見る限りでは正の相関がありそうである。つまり労働量と労働コストを単

純に比較する限り、両者の関係は明瞭ではない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
16 90 年前後には労働時間要因も労働コストを大きく押し上げる要因となっている。これは前述のように時短

政策の推進により労働時間が減少し、時間当たりの労働コストが高まったためである。また 97 年にも一部の

特例措置対象事業所を除いて週 40 時間制が全面適用され、労働コストの押し上げ要因となった。この労働時

間要因にもパートタイム労働者の趨勢的な増加による影響が含まれる。脚注５参照。 
17 内閣府（2003）等参照。 
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 もちろん労働の投入量は労働コストだけではなく、生産量水準などにも影響を受ける。そこ

で次に労働コストのほか生産水準を説明要因として含めた一般的な雇用関数、 

 13210 lnlnlnln −+++= tttt LaYawaaL  

 （L：労働量18 w：労働コスト Y：実質 GDP） 

を推計する19。予想される符号は a1 がマイナス、a2 がプラスである。ここでは図１－15 からも

分かる通り、労働量と労働コストとの関係が 80 年代と 90 年代以降とでは異なると考えられる

ため、推計期間を 80 年代と 90 年代以降とに分けて推計を行った。結果は表１－16 の通りであ

る20。 

 まず 80 年代の計測を行った①では、いずれも符号条件は満たしており、モデルの当てはまり

も高いものの、肝心の労働コスト（w）の項が有意ではない。一方の 90 年代以降の計測を行っ

た②では、全体のモデルの当てはまりは悪くなっているものの、いずれも符号条件が満たされ、

労働コスト（w）の項も５％水準で有意である。つまり、労働コストが労働量に及ぼす影響は

90 年代以降では認められるものの、80 年代でははっきりとは認められない。 

 このように雇用関数の推計においても、労働コストと労働量との関係は明瞭ではない。一方

でもう一つの説明変数である実質 GDP（Y）は両期間を通じて有意な説明変数となっており、

労働量はコスト面よりも生産水準の面で規定されている面が強いと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
18 ここでは企業の雇用調整行動を仮定して雇用関数を導出しているため、労働量は雇用者数ベースとしている。

すなわち、ここでの労働量は雇用者数×労働時間指数として算出した。 
19 導出方法は篠塚・石原（1977）、Hamermesh（1993）等を参照。同様の式を用いた最近の計測例としては厚

生労働省（2002）、宮永（2002）がある。 
20 推計式はラグ付内生変数を含むため LM 検定により系列相関のテストを行ったところ、①で F 検定統計量

1.44、②で同 2.57 といずれも系列相関の存在は棄却された。 
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６．小括 

 本章では資本コスト、労働コストをそれぞれ算出し、資本コストは下落トレンドを、労働コ

ストは上昇トレンドを辿っていることを示した。次にそれぞれのコスト指標と投入量との関係

についてみてきたが、両者の間にはそれほど強い関係はみられなかったといえよう。むしろ生

産水準の方が投入量に大きな影響を与えているようである。それでは要素コストはそれぞれの

生産要素の投入量には影響を与えていないのであろうか。もし与えているのであればどのよう

な形で影響を与えているのだろうか。次章では資本と労働とを独立にみるのではなく、その相

対関係をみることにより要素コストと要素投入量との関係を再度考察することにしたい。 
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第２章 資本と労働の相対関係の検討 

 

１．労働・資本相対価格と資本・労働比率の関係 

 第１章では資本コストと労働コストを算出し、それぞれが資本、労働の投入量に影響を与えてい

るか否かを検討したが、必ずしも満足のいく結果は得られなかった。しかし一般に資本と労働の投

入はそれぞれ独立に決まるものではなく、相互に関連して決定されるものと考えられる。例えば資

本と労働との間にある程度の代替可能性が存在する場合、要素コストその他の変化に応じて企業は

生産要素の投入割合を調整し、最適な要素投入の組み合わせを実現しようとするだろう。つまり資

本と労働とをそれぞれ独立にではなく、同時に考慮する必要があると考えられるのである。 

 これは次のような単純な生産者行動の理論からも容易に導かれる。今、生産要素を資本（K）と

労働（L）の２種類として、企業が利潤 

 wLrKLKpF −−= ),(π  

 （π：利潤 p：生産物価格 F（K, L）：生産関数 r：資本コスト K：資本 w：労働コスト L：

労働） 

を最大化するとする。この時、利潤最大化の下では、 
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∂
∂
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∂
∂
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⋅=

∂
∂ w

L
LKFp

L
r

K
LKFp

K
ππ

  ……（２．１） 

が成立しているが、ここで生産関数にコブ・ダグラス型 βαLAKLKF =),(  ( )0, >βα  を仮定す

ると、 

 0),(0),(
=−⋅=−⋅ w

L
LKFpr

K
LKFp βα  

より、 

 ),(),( LKF
w
pLLKF

r
pK βα ⋅=⋅=  

となる。つまり資本、労働の絶対量の決定には、それぞれの要素価格（r, w）以外にも生産量水準

（F（K, L））が影響を与える。これは第１章における推計で示唆された結論とも整合的である。 

 ところで（２．１）式より、 
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∂
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が導かれる。左辺はいわゆる限界代替率であり、利潤最大化の下では限界代替率は生産要素価格比

と等しくなることを表している。ここで同様にコブ・ダグラス型生産関数を仮定すると、 
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であり、これが r
w

 と等しいのだから、 

 r
w

L
K

⋅=
β
α

  ……（２．２） 

となる。（２．２）式は、資本、労働の相対量と相対価格との間に正の比例関係があることを意味し

ている。つまり資本と労働の投入比は、両者の要素価格の相対的な関係によって規定されるという

ことである。ここでは生産量 F（K, L）は消去されているため、このような単純な想定の下では、

資本、労働の相対量は資本コスト、労働コストが一元的に決定するということが分かる。 

 以上の理論的帰結が現実に生じているか否かをこれまでのデータを用いて確かめてみたものが図

２－１である。図２－１は第１章で算出した資本コスト、労働コストを用いて横軸に労働コストと

資本コストの比（w/r、以下「労働・資本相対価格」と呼ぶ）を、縦軸に資本・労働比率（K/L、労

働装備率ともいうが、ここでは「資本・労働比率」と呼ぶ）をとり、80 年以降のデータを四半期ベ

ースでプロットしたものである。これをみると、労働・資本相対価格と資本・労働比率の間には明

確な正の比例関係があることが分かる。これは上述の理論的な関係式とも整合的であり、資本コス

ト、労働コストはその相対的な関係を通じて資本、労働の相対比に影響を与えているということが

できる。 
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 両者の動きを要因別に分けてみると以下の通りである。図２－２は図２－１の横軸である労働・

資本相対価格の動きを資本コスト要因と労働コスト要因とに分けたものである。これをみると労働

コストが安定的に上昇要因となる一方で資本コストの変動寄与が大きく、相対価格は主に資本コス

トの動きによって左右されているといえる。労働・資本相対価格は基本的には上昇トレンドにある

が、00 年、01 年には２年連続で下落するなど、ここ数年は停滞気味である。これは第１章でもみた

ようにデフレにより資本コストが上昇したためである1。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に図２－３は、図２－１の縦軸である資本・労働比率の動きを資本要因と労働要因に分けたも

のである。ここから資本・労働比率の動きを決めているのは主に資本の動きであることが分かる。

ただし 90 年代に入り労働の寄与も目立ってきており、資本ストックが伸び悩んでいるなか、労働が

減少することで資本・労働比率が上昇している。 

 この点は興味深い事実を表している。80 年代は資本、労働ともに増加していたが、資本の伸びが

労働よりも高かったため、結果として資本・労働比率は高い上昇を示した。一方 90 年代以降は資本

の伸びが鈍化したため、労働が減少に転じることによって資本・労働比率の上昇を維持したと解釈

することが可能である。この点で 80 年代と 90 年代以降との資本・労働比率の上昇はその背景が違

うことを指摘できる。と同時に資本ストックの増加が抑制されている状況下では、労働・資本相対

価格が上昇した場合、望ましい資本・労働比率を維持するために労働の調整（減少）が生じること

                                                            
1 労働・資本相対価格では資本コスト、労働コストそれぞれの分母に含まれる生産物価格（P）の項は互いに相殺さ

れるため現われないが、資本コストには分子に物価上昇率（π）の項があるため、物価変動の影響は残ることになる。 
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がある、ということが示唆される。これは今後の資本、労働の推移を考える上で重要なポイントで

あり、再度本章の最後で取り上げる。 

 なお資本・労働比率の上昇テンポは徐々に鈍化する傾向にあり、80 年代は年平均 6.0％の伸びで

推移していたが、90 年代以降は同 3.7％にまで低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再び図２－１に戻り時系列的な推移を追っていくと、80 年以降の推移は概ね４つの期間に分ける

ことができる。 

 第一は 80 年第Ⅳ四半期～90 年第Ⅰ四半期の期間であり、この時期は労働・資本相対価格が振幅

を伴いながら上昇するなか、資本・労働比率も急速に上昇した。これは資本ストックが順調な経済

成長を背景として安定的に上昇したためである。その結果、各点を結んだ曲線の勾配は他の時期に

比べると急となっている。 

 第二は 90 年第Ⅱ四半期～94 年第Ⅱ四半期の期間である。この時期は労働・資本相対価格が急速

に上昇した。これは図２－２でみたように、バブル崩壊後の資本コストが急速に低下したと同時に、

賃金上昇が継続したことによるものである。他方バブル後の調整過程に入り資本の伸びが抑制され

たことから、資本・労働比率の上昇テンポはやや弱まった。その結果、曲線の勾配は 80 年代と比べ

ると緩やかになっている。 

 第三は 94 年第Ⅲ四半期～99 年第Ⅳ四半期の期間である。この時期は当初資本コストが横ばいで

推移したことで労働・資本相対価格に停滞感がみられたが、その後法人税率引き下げに伴い資本コ

ストが下落したことから、相対価格も急速に上昇した。一方で資本・労働比率は 80 年代ほどの強さ

はみられないものの、ほぼ安定して上昇した。その結果、曲線の勾配はやや急になっている。 
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 第四は 00 年第Ⅰ四半期以降であり、労働・資本相対価格も資本・労働比率も停滞感がみられてい

る。これは第１章でも観察されたようにデフレの影響によって資本コストが下げ止まっていること

に加え、資本ストックの伸びも抑制されているためである。その結果図上では点の動きが一箇所に

とどまっているようにみえる。労働・資本相対価格、資本・労働比率ともにこれだけの停滞状態を

続けているのは 80 年以降では初めてである。 

 このように労働・資本相対価格と資本・労働比率の動きには細かくみるといくつかの期間で特徴

がみられるが、全期間を通じて相対価格は資本の方が割安に推移し、それを受けて資本の相対量も

上昇してきたことには変わりがない。労働・資本相対価格の上昇は資本コストが労働コストに比べ

て割安になることを意味し、資本・労働比率の上昇は労働者１人当たりの資本量が増加することを

意味しているが、これは経済の発展過程において各国で共通にみられる現象であり2、わが国も経済

発展に伴って同様の道筋を歩んできたといえる。 

 

２．資本と労働の代替の弾力性の計測 

 次に、資本と労働の代替の弾力性を各期ごとに計測することによって、それに変化がみられるか

どうかを考察する。 

 資本と労働の代替の弾力性σとは、要素価格変化が生じた際の資本－労働間の代替度合いを表す

指標であり、以下の式で表される。 
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 σが大きいほど価格変化に対する資本－労働間の調整が大きい。つまり、資本コスト（労働コス

ト）が相対的に低下した場合に資本（労働）の投入量が相対的に増加する度合いが強く、両者の関

係が代替的であることを示す。 

 生産関数にコブ・ダグラス型、あるいはより一般的な CES 型の生産関数を想定した場合、この代

替の弾力性は図２－１における回帰直線の傾きとして表される。そこで CES 型生産関数を想定して

この回帰直線の傾きを求めると、0.86 となる3。つまり、労働・資本相対価格が１％上昇（下落）し

た場合、資本・労働比率は 0.86％上昇（下落）するという関係があるということを表している。 

 以上は代替の弾力性が計測期間を通じて変化がないとした場合の結果であるが、前節でみたよう

に労働・資本相対価格と資本・労働比率との関係には各期ごとにいくつかの特徴がみられた。従っ

て資本－労働間の代替の弾力性は必ずしも一定ではなく、何らかの変化が生じているかもしれない。

                                                            
2 各国の資本・労働比率の長期推移については桜井・門脇・金内（1993）参照。 
3 この点について詳しくは補論２参照。 
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そこで次に各期ごとの代替の弾力性の変化をみるため、トランスログ型生産関数に基づいた推計を

行い、代替の弾力性の推移を観察する4。 

 結果は図２－４に示されているが、この場合でも代替の弾力性は 0.86～0.88 の間で安定的に推移

している。時間を追ってみると代替の弾力性はわずかに低下傾向にあるともいえるが、大きな変化

が生じたとはいえない。このことから、資本－労働間の代替の弾力性は、短期的にはいくつかの小

さなブレが認められつつも、基本的には安定した推移を示してきたといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１章でみてきたように、要素価格と要素投入量との関係は、それぞれを独立に考察する限りに

おいては、それほど明確な関連性がみられなかった。しかし以上の結果から、要素価格は両者の相

対的な関係を通じて、資本、労働の相対的な投入比に影響を与えていることが明らかとなった。そ

の意味において、それぞれの要素価格は要素投入量の動きに明確な影響を与えている。また少なく

とも本稿で考察対象としている 80 年以降については、要素価格と要素投入の間の関連性、すなわち

代替の弾力性は安定したものとなっている。従って要素価格の推移は、生産活動における要素投入

割合を規定づけるファクターとして重要な影響を有しているといえる。 

 またここまでの考察から、資本と労働の投入はそれぞれ独立に決定されているわけではなく、相

対価格を媒介に相互に密接に関連しながら推移しているということが分かった。資本、労働の動き

を予測する上では、両者の関係を明示的に意識することが必要であることが改めて確認されたとい

えよう。 

 

                                                            
4 詳細は補論２参照。 
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３．労働・資本相対価格と資本・労働比率の今後の推移 

 では労働・資本相対価格と資本・労働比率は今後どのような推移を辿ると予想されるであろうか。 

 労働・資本相対価格について考えると、分子である労働コストは今後もしばらくは横ばいに近い

推移を示し、その後緩やかに上昇するものとみられる。これは賃金の減少幅は 03 年に入ってからは

縮小傾向にあり、徐々に改善に向かいつつあるものの、今後デフレによる押し上げ効果が弱まると

考えられるためである。今後順調に景気の持ち直しが持続しても、雇用環境の本格的な回復にはな

お時間を要すると考えられるため、労働コストが急速な上昇を示すことは考えにくい。 

 一方、分母の資本コストも中期的には下落傾向で推移するだろう。今後、景気が一層持ち直すな

らば名目金利は上昇基調で推移すると考えられるが、同時にデフレによる実質金利の押し上げ圧力

が次第に解消へと向かうほか、相対価格要因が引き続き資本コストを低下させると考えられるため

である。 

 従って労働・資本相対価格は中期的には緩やかに上昇するものと考えられる。そしてこうした相

対価格の動きを受け、資本・労働比率も緩やかな上昇基調を辿ることになろう。 

 ここで注目されるのは、この資本・労働比率の上昇がいかにして実現されるかである。図２－３

で示した通り、90 年代以降の資本・労働比率は資本の伸びが鈍化するなか、労働が減少することで

上昇を続けた。つまり絶対的な資本投入量が抑えられる場合、相対価格に応じた最適な資本・労働

比を達成するために、労働が減少する可能性があるのである。経済の成熟化や人口の減少局面への

移行などから経済の期待成長率の見通しが高まらないなか5、資本投入量の伸びは引き続き弱いと考

えられるため、労働・資本相対価格の緩やかな上昇に応じて労働量は引き続き減少する恐れがある。

もちろん相対価格と相対量との関係が変化すればこうした事態は回避しうるが、代替の弾力性は長

期的に安定していることから、今後も急激な変化は想定しにくい。労働・資本相対価格は中期的に

緩やかに上昇すると考えられ、それに対応した資本・労働比率の上昇がいかにして実現するかが問

題である。ただし生産要素の絶対量の決定については、前述の通り生産水準も影響を与えることに

なろう。この点については別の観点から章を改めて扱うことにする。 

                                                            
5 内閣府（2003）では高齢化・人口減少に伴う労働力の減少を明示的に考慮した今後の長期的な経済成長シミュレー

ションを行っている。それによれば 2011 年度以降の各 10 年間の平均成長率は、高齢化・人口減少下で労働投入が減

少することから、「現状維持ケース」（労働力率や全要素生産性上昇率が現状の延長線上の経済環境・政策前提に基づ

いて想定されるケース）で 0.2～0.4％程度、「経済活性化ケース」でも 1.4～1.6％程度となる。 
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第３章 資本、労働の推移とその要因 ～資本－労働平面上でのシフト分解 

 

１．資本－労働平面からみた資本、労働の推移 

 前章までの考察から、資本コスト、労働コストは両者の相対関係を通じて資本、労働の投入割合

に影響を与えていることが分かった。ただしこれはあくまで投入割合であって資本、労働投入の絶

対量を決定するものではない。図２－３で明らかになった通り、資本・労働比率は相対価格変化に

応じて一貫して上昇しているものの、労働の絶対量は 80 年代は増加、90 年代以降は減少と全く異

なる動きを示している。つまり資本、労働の絶対量の推移は相対価格変化によって説明される部分

と、それ以外（生産量の変動や生産技術体系の変化等）によって説明される部分とに分けることが

できると考えられる。 

 これまでも資本、労働の推移を相対価格変化の観点から考察している例はあるが1、実際に相対価

格要因が資本、労働の変動をどの程度説明するかについての具体的な分析を行った例はみられない。

そこで本稿では 80 年以降の資本、労働の推移を相対価格要因による変化とそれ以外とに分けること

により、80 年代と 90 年代以降とで何らかの違いがみられるかどうかを検証する。 

 

２．資本、労働のシフト分解の方法 

 図３－１は横軸に労働、縦軸に資本をとった資本－労働平面上に、各年の資本、労働をプロット

したものである。その動きは図１－１とほぼ同じで2、労働が 90 年代に入って減少基調に転じる一

方で資本が一貫して上昇している。その結果、各点の動きは 90 年を境に右上方から左上方へと変化

している。また同図において各点と原点とを結んだ直線の傾きは資本・労働比率（K/L）に他ならな

いが、この図からも資本・労働比率は趨勢的に上昇トレンドにあったことが読み取れる。 

 以下ではこの資本－労働平面を利用して資本、労働のシフト分解を試みる。分解方法の概念図は

図３－２に示されている。 

 図３－２において点Ａ、点Ｃは現実に観察された点であり、図３－１上の各点のいずれかに対応

する。この点Ａ、点Ｃにはそれぞれその点を通る等費用線、等量曲線を引くことができる。ここで

等費用線とは、所与の生産要素価格の下で同一の生産費用額（C）を実現する資本、労働の組み合

わせの集合であり、 ):,,( 一定wrCLwKrC +=  で表される。つまり同一の等費用線上では、ど

の資本、労働の組み合わせをとっても生産費用額は等しい。図上ではこれは右下がりの直線として

表され、その直線の傾きは－w/r つまり労働・資本相対価格（の逆符号）に他ならない。 
 次に等量曲線とは、一定の技術条件の下で同一の生産量を実現する資本、労働の組み合わせの集

合である。つまり同一の等量曲線上では、どの資本、労働の組み合わせをとっても生産量は等しく

                                                            
1 富田・安藤（1999）、島本（1999）等。 
2 図３－１は製造業の資本ストックについて稼動率調整を施している点が図１－１とは異なる。労働については同じ

である。なお稼動率調整を行わないデータを用いても以下の議論に本質的な相違は生じない。 
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なる3。等量曲線の形状は生産関数の特定化によって異なるが、通常図３－２のように原点に対して

凸の曲線として表される。 

 

                                                            
3 ここで点Ａ、点Ｃはともに現実に観察された資本、労働の組み合わせをプロットしたものであるため、そこから導

き出される等量曲線は必ずしもその時点での経済の最大生産量を表しているわけではない。つまり、現実に観察され

る資本、労働は必ずしも完全雇用されているわけではないため、そこから導き出された等量曲線上の生産量は通常生

産可能フロンティアの外縁上の点とは一致しない。 
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 この等費用線と等量曲線という２つの概念を利用して点Ｂという新たな点を導出し、点Ａから点

Ｃへのシフトを点Ａから点Ｂ、点Ｂから点Ｃへの２つの動きに分解する。ここで点Ｂとは、点Ａを

通る等量曲線と、点Ｃを通る等費用線に平行な線とが接する点として定義される。平行ということ

は傾きが等しいということであるから、点Ｂでは w/r つまり労働・資本相対価格が点Ｃと等しいと

いうことである。つまり点Ｂとは、点Ａと同一の生産量を実現し、かつ点Ｃと同一の労働・資本相

対価格に直面している点ということになる。 

 ここから点Ａから点Ｂへのシフトを次のように解釈することができる。すなわち点Ａから点Ｂへ

のシフトは、生産量不変の下で生産要素の相対価格のみが点Ｃと等しくなるように変化したときに

生じると考えられるシフトである。これは相対価格変化に伴う資本、労働の変化部分を取り出した

ものに他ならない。ここではこれを「代替効果」と呼ぶことにする。 

 図３－２では点Ａから点Ｃ（点Ｂ）へと等費用線の傾きが急になったケースを表している。つま

り労働・資本相対価格が上昇（資本コストが相対的に低下し、労働コストが相対的に上昇）した場

合であるが、この価格変化に応じて点Ａから点Ｂへかけて労働が減少し、資本が増加している。こ

のように代替効果は労働・資本相対価格が上昇した場合、相対的に割高になった労働を減少させ、

割安となった資本を増加させる。またこの結果、原点から各点へ引いた直線の傾きとして表される

資本・労働比率も上昇する。 

 点Ｂから点Ｃへの変化は、相対価格不変の下で生産量あるいは生産関数の変化が生じたときのシ

フトである。これには外生的な需要条件等による生産量の変化のほか技術進歩要因等も含まれるが、

ここでは「生産増加等効果」と呼ぶことにする。 

 図３－２では点Ｂから点Ｃへのシフトにより資本、労働がともに増加している。これは生産量の

増加により生産要素の投入量が増えたことを表している。技術進歩は通常生産量１単位当たりの資

本、労働の投入量を節減することになるため、技術進歩の進展は点Ｃを左方にシフトさせる。従っ

てここでは、技術進歩による生産要素投入の節減効果を上回る生産量の増加が生じたと解釈するこ

とができる。また図３－２の場合、点Ｂから点Ｃへのシフトに伴い資本・労働比率が上昇している

が、ここからヒックスの意味で資本集約的な技術進歩が生じていることが分かる。点Ｂから点Ｃへ

のシフトにおいては生産要素の相対価格が不変であるため、技術進歩がなければ資本・労働比率は

変化しないはずだからである4。 

 以上の分析では技術進歩の効果が生産量変動の効果と分離していないため、技術進歩が生産要素

投入に与える影響が分かりにくいが、これは図３－２の資本軸、労働軸をそれぞれ生産量で割り、

単位当たり資本－労働平面を考えることである程度把握可能となる。これは本章の本筋からは外れ

るが、補論４に簡単にまとめてある。 

 

 

                                                            
4 資本・労働比率が一定に保たれる技術進歩をヒックス中立的技術進歩という。佐藤（1968）、秋元（1995）等を参

照。 
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３．資本、労働のシフト分解 

 続いて実際のデータを用いて資本、労働のシフト分解を行い、80 年代と 90 年代以降とで何らか

の相違がみられるか否かを検証する。ここで資本、労働、資本コスト、労働コストの各データはこ

れまでに算出してきたものを使用した。また生産関数には CES 型生産関数を仮定した。第２章でみ

たようにトランスログ型生産関数による推計でも代替の弾力性は各期を通じて安定的であり、CES

型生産関数を使用しても歪みは少ないと判断されるためである。なお具体的な数値の算出方法は補

論３にまとめてある。 

 まず 80 年代のシフト分解を行ったのが図３－３である。点Ａは 80 年、点Ｃは 89 年の値を表し（こ

れは図３－１の 80 年、89 年の値と等しい）、この２点をもとに導出されたのが点Ｂである。この結

果をみると、点Ａから点Ｂへの代替効果は労働を減少させ、資本を増加させる方向に働いたことが

分かる。これは第２章でみたように、80 年代を通じてほぼ一貫して労働・資本相対価格が上昇して

きたことから明らかである。 

 その一方で 80 年代は、点Ｂから点Ｃへの生産増加等効果による右上方シフトが大きく生じた。そ

の結果、代替効果によって減少圧力がかかった労働も、生産増加等効果による要素投入の増加によ

って結果的には増加となった。観察されるデータから読み取れるのは資本と労働の同時増加（点Ａ

から点Ｃへのシフト）という結果のみであるが、その背景には代替効果による労働の減少圧力を補

って余りある生産増加等効果があったことが以上のシフト分解を通じて明らかになった。また点Ｂ

と点Ｃを比べると資本・労働比率が上昇していることから、（ヒックスの意味で）資本集約的な技術

進歩が生じたことも分かる。 

 次に 90 年代以降のシフト分解を行ったのが図３－４である。点Ａは 90 年、点Ｃは 02 年の値であ

る。90 年代以降も労働・資本相対価格は上昇していたことから、点Ａから点Ｂへの代替効果は労働

に対して減少圧力をもたらしているが、その大きさは 80 年代よりも大きい。これは労働・資本相対

価格の上昇幅が 80 年代よりも急速であったためであるが、これには 90 年代前半の資本コストの急

低下によるところが大きい（第１章、第２章参照）。 

 一方、点Ｂから点Ｃへの生産増加等効果が労働の増加に寄与したが、その効果は弱く、結果とし

て点Ａと点Ｃとを比べると労働は減少してしまっている。つまり 90 年代以降の労働投入量の減少は、

相対価格変化による労働への減少圧力が大きかったことと、生産量の伸びが小さかったことが原因

であることが分かる5。 

 

 

 

 

 

                                                            
5 前述の通り技術進歩は生産増加等効果による生産要素の増加を弱めることになるが、90 年代以降に 80 年代と比べ

て大きな技術進歩が発生したという事実はないため、90 年代以降の生産増加等効果の縮小は生産量の伸びの鈍化に

よるものと考えられる。この点は補論４の結果からも支持される。詳しくは補論４参照。 
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 点Ａから点Ｃへの資本、労働の変化に対する要因別の寄与を棒グラフで表したものが図３－５お

よび図３－６である。これらをみても分かるように、80 年代の変化を表している図３－５では生産

増加等効果の寄与が大きく、資本、労働の増加を牽引した。ところが 90 年代以降の変化を表してい

る図３－６ではこの生産増加等効果が小さく、特に労働については代替効果による減少圧力を補い

きれず、結果として労働投入量は減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上から分かるように、労働・資本相対価格が上昇する状況では、一定以上の生産量の増加が実

現されないと労働が減少する恐れがある。そして実際に 90 年代以降ではそうした現象が生じた。第

２章で考察したように、労働・資本相対価格の上昇は今後も中長期的なトレンドとして進行するこ

とが予想される。従って労働投入量、つまり雇用の維持を図るためには一定の生産量の増加＝経済

成長が必要であるということになる。 

 それでは、労働の減少を防ぐためにはどれだけの経済成長が必要とされるのであろうか。これは
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使用したデータや変数の定義、モデルの体系によって大きく異なると予想されるが、仮に本稿のフ

レームワークで試算すると以下のようになる。直近３ヵ年（00 年～02 年）のデータの平均値を用い

ると、労働・資本相対価格が１％上昇した場合、代替効果により労働に対し 0.3％の減少圧力がかか

る。この減少圧力を相殺するためには 0.3％の実質生産量の増加＝経済成長が必要である。80 年以

降の労働・資本相対価格は年平均 3.5％、90 年以降でみると年平均 4.0％の上昇となっているが、仮

にこの上昇テンポが今後も続くと仮定すると、実質で年 1.2～1.4％の経済成長が必要であるという

ことになる。ただし、ここでは技術進歩要因を捨象しているため、技術進歩により生産量１単位当

たりの要素投入量が節減されればこれ以上の経済成長が必要である6。今後の中期的なわが国の潜在

成長率は２％前後といわれることが多いが7、期待される経済活性化策が十分に行われない場合には、

現実の成長率はそれよりも低位にとどまる可能性がある。今回の分析は、雇用維持の観点から今後

も一定以上の経済成長を維持することが必要であることを示している。 

 

４．小括 

 本章では 80 年代以降の資本、労働の推移を要因別に分解して考察した。ここから、80 年代の資

本、労働の伸びは経済成長に伴う生産量の増加効果が大きく影響していたのに対し、90 年代以降は

その生産量の増加が弱まり、労働・資本相対価格の上昇に伴う代替効果も大きかったことから、労

働が減少に転じたことが分かった。今後も労働・資本相対価格の上昇が予想されるなか、代替効果

による労働投入の減少を防ぐためには一定以上の経済成長が必要であるといえる。 

 これは第２章での結論とも整合的である。図２－３では 90 年代以降の資本・労働比率の伸びが労

働の減少によって維持されていることをみた。生産量の増加、すなわち経済成長が今後も低調に推

移し資本の伸びが抑制される場合、引き続き労働の減少により資本・労働比率の調整が行われるこ

とになろう。 

 もちろんここでは労働から資本への代替を否定的に見ているわけではない。資本・労働比率の上

昇により今後も労働者１人当たりの資本が増加することはむしろ好ましいことといえる。ただ生産

要素の相対価格変化による資本増加の過程においては代替効果による労働の減少圧力は避けられず、

低成長経済に移行しつつあるわが国においては、この減少圧力が顕在化しやすくなっているという

点に留意する必要があるということができる。 

                                                            
6 ただし技術進歩による要素投入の節減効果は企業の費用条件を改善させ、生産量の拡大をもたらすため、経済成長

率を高める要因となる。よって結果として技術進歩が要素投入量にマイナスの影響を与えるとは限らない。 
7 「改革と展望－2003 年度改定」（2004 年１月 19 日閣議決定）における「参考資料」（2004 年１月 16 日経済財政諮

問会議提出）では、2008 年度の実質成長率を 2.1％としている。 
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まとめ 

 

 本稿では 1980 年以降の資本、労働という生産要素投入の推移について、まずそれぞれの要素価格

（資本コスト、労働コスト）を算出し、次にそれら生産要素価格と資本、労働の投入量との関係に

ついて分析した。主な結論は以下の通りである。 

 

・資本コストは、80 年代は主に資本財価格の下落、90 年代以降は主に名目金利の低下により下落ト

レンドを辿っている。一方、労働コストは 90 年代半ばまでは名目賃金の上昇、それ以降は物価

の下落傾向により上昇トレンドを辿っている。これら要素価格はそれぞれの要素投入に対して少

なからぬ影響を与えていると考えられるが、それぞれを独立に考察した場合、要素価格と要素投

入量との間の関係は必ずしも明確ではない。 

・生産要素間の代替関係を考慮すれば、資本、労働の投入はそれぞれ独立に決定されるわけではな

く、相互に関連を持ちながら推移していると考えられる。そこで資本と労働の相対関係に着目す

ると、理論的帰結からも導かれるように両者の相対量と要素価格比との間には密接な関係が観察

される。つまり資本コスト、労働コストという要素価格は相対的な関係を通じて要素投入比に影

響を与えているということが確認された。 

 また代替の弾力性を計測すると、要素価格比と要素投入比との関係は 80 年以降を通じて安定的で

ある。 

・80 年以降の資本、労働の推移について、要素価格の動きによって説明される部分とそれ以外の部

分（主に生産量の変動や技術進歩によって説明される部分）とに要因分解すると、労働・資本相

対価格は一貫して上昇を続けたため、要素価格変化に伴う代替効果は常に資本を増加させ、労働

を減少させる方向へと作用した。80 年代では生産量の増加に伴う要素投入量の増加が大きかった

ため、代替効果に伴う労働減少圧力は相殺され、結果として資本も労働も増加を果たした。 

 ところが 90 年代以降には生産量の増加による効果が小さく、相対価格変化も大きかったことから、

代替効果による労働減少圧力が顕在化した。つまり 80 年代と 90 年代以降とで労働の動きに相違

が生じたのは、経済成長（生産量の伸び）の相違と、相対価格変化の大きさの相違によるもので

ある。 

 

 このように生産要素の投入量の変動には生産量の変動以外に、生産要素価格の相対的な関係が影

響を及ぼす。第２章でみたように、今後も労働・資本相対価格は上昇傾向を辿ると予想され、また

代替の弾力性も安定的に推移していることから、代替効果により労働には継続的に減少圧力が加わ

ると予想される。これが高い経済成長（生産量の増加）によってカバーされるのであれば問題は生

じないが、潜在成長率の低下が指摘され、既に低成長経済へ移行したとも指摘されるわが国経済は、

今後も代替効果による減少圧力が顕在化しやすい経済環境に移行したということができる。これま

で明示的に意識されることが少なかったが、生産要素の相対価格変化による労働投入量の減少、と

いう側面を今後はより注視していく必要があるといえるだろう。 
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補論１ 資本コストの算出式及び使用データ 

 

 本文にもある通り、本稿では資本コストを以下のように定式化する。 

 
)1(
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τ

δπτ
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 （Pk：資本財価格 k：投資税額控除率 τ：実効税率 z：減価償却累計額の現在価値 r：

名目割引率 π：期待物価上昇率 δ：減価償却率 P：生産物価格） 

 ここで z は、１単位の投資を実施した場合に将来に亘って発生する減価償却の累計額の現在

価値である。設備投資を実施した場合、企業会計上その支出は減価償却費という形で一定の耐

用年数に亘って費用計上されるが、減価償却費は税務上損金として扱われるためその分だけ課

税額が減少する。この効果を考慮したものがτz の項である。 

 z は次式で表される。 

 ( )∫ −=
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t dteDz
0

  （D（t）：投資後ｔ年目における減価償却額） 

 減価償却の方法は定率法を仮定し、さらに残存価額を 10％とすると、 
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 ここで T は耐用年数で、 
( )

δ
1.0log−

=T  である1。 

 また r は、借入や社債などによって外部から資金調達する場合のコスト（外部資金コスト）

と、株式の発行や内部留保などの自己資金によって資金調達する場合のコスト（自己資金コス

ト）の加重平均2として求める。 

 ( ) ( ) erbibr −+−= 11 τ   （b：負債比率 i：外部資金コスト re：自己資金コスト） 
 ここで re には株式益利回り（株価収益率（PER）の逆数）を使用した3。 

 使用したデータは補論表１－１の通りである。このうち「法人企業統計」に関するものにつ

いては公的企業の民営化の影響について調整したほか、資本金１億円以上の企業のデータを採

用した。これは資本金１千万円以上１億円未満の中小企業については、最低資本金制度の創設

等に伴うデータの断層の影響があるためである（中村・高橋（2002））。また k についてはわが

国では従来より実施規模が小さいことから、先行研究と同様にゼロとした。 

 

                                                       
1 堀内・鈴木・花崎・大瀧（1984）、市東・柳沼・竹中（1981）。 
2 企業財務における加重平均資本コスト（Weighted Average Cost of Capital, WACC）と同概念である。また企業

財務論等においても資本コストは重要なトピックの一つであるが、その場合の資本コストとは主にここでいう

r の部分に相当することが多い。 
3 浅子・朱（1992）では re について４種類の指標を提示し、資金調達式や設備投資関数の推計におけるそれぞ

れのパフォーマンスを検討しているが、その結果をみると総じて株式益利回りを用いたタイプが良好な結果を

示している。ここではその結果を踏まえて re として株式益利回りを採用した。 
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補論表１－１ データ解説 

Pk 

95 年産業連関表の固定資本マトリックスを用いて、資本財を７種類（農林水産物、繊維、製材・木

製品、金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械）に統合し、産業ごとにウェイト付けする。 
次に、上記７資本財に対応する企業物価指数をウェイトに従って加重平均して算出する。 
〔総務省「産業連関表」、日本銀行「企業物価指数」〕 

τ 税制調査会方式により表面税率より実効税率を算出。 

σ 
（その他有形固定資産減価償却費×４）÷（その他有形固定資産＋その他有形固定資産減価償却費）

〔財務省「法人企業統計」〕 

P 
GDP デフレータ 
〔内閣府「国民経済計算」〕 

ｂ 
（負債合計）÷（負債合計＋資本合計） 
〔財務省「法人企業統計」〕 

ｉ 
（支払利息・割引料×４）÷（短借＋社債＋長借＋割手残（期首期末平均）） 
〔財務省「法人企業統計」〕 

π 
GDP デフレータ前年比（後方 12 期（３年）移動平均） 
〔内閣府「国民経済計算」〕 

 

 わが国における 80 年代以降の資本コストの計測例としては、Jorgenson 型あるいはそれに近

いタイプの資本コストの算出例に限っても、市東・柳沼・竹中（1981）、堀内・鈴木・花崎・大

瀧（1984）、竹中・高林・塚越・桑名・吉田（1986）、鈴木・宮川（1986）、田近・林・油井（1987）、

岩田・鈴木・吉田（1987）、経済企画庁（1988）（1998）、浅子・朱（1992）、竹中（1993）、田近・

油井（1998）、前田・吉田（1999）等が挙げられる。 

 最近の計測例としては日本銀行調査統計局（2003）、丸山（2003）、清水谷・寺井（2003）が

ある。それぞれ計測方法や使用データ等に異同はあるが、本稿での計測結果も含め、結果とし

て算出された資本コストの動きにはそれほど大きな相違はみられない。 

 また Jorgenson 型資本コストの場合、P、Pk といった指数概念のデータを使用するため絶対水

準が一意に決まらない（基準年次の取り方によって値が左右される）という問題がある（日本

銀行調査統計局（2003））。これは本稿では特に第３章における資本、労働のシフト分解の際に

問題となると考えられるが（第３章参照）、P、Pk を除いたケースなど、資本コストにいくつか

の変形を試みても第３章における主要な結論は変わらない。 
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補論２ 代替の弾力性とトランスログ型生産関数の推計について 

 

 ここでは第２章で扱った代替の弾力性とトランスログ型生産関数の推計について解説する。 

 本文で述べた通り、生産関数として CES 型を想定した場合、代替の弾力性は時間を通じて一定値

をとり、それは図２－１の労働・資本相対価格－資本・労働比率平面上に引いた回帰直線の傾きに

等しい1。 

 CES 型の生産関数は次のように表される。 

 ( ) ( ){ } ρ
µ

ρρλ δδγ −−− −+= LKeLKF t 1,  

γ、δ、ρ、μはパラメーターで定数である。コブ・ダグラス型生産関数も CES 型生産関数の一つ

であり、ρ→０の場合の特殊形態として捉えられる。ここで、 

 ( ) ρρ

ρ

δδ
µδ

−−

−−

−+
⋅

=
∂

∂
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∂
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であるから、限界代替率 
L
K
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∂

 は次式で表される。 
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利潤最大化の下ではこれが生産要素価格比 
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 と等しくなることから、 
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よって代替の弾力性（ 
( )
( )w
rd

L
Kd

ln

ln
−=σ  ）は 

ρ+1
1

 となり、一定値をとることが分かる。つまり 

いかなる点においても相対価格の変化に伴う生産要素の投入比の変化は等しい。ここでコブ・ダグ

ラス型の場合、ρ→０であるから、代替の弾力性は１となる。またρ→∞の CES 型生産関数はレオ

ンチェフ型生産関数と呼ばれるが、この場合代替の弾力性はゼロとなる。つまりレオンチェフ型生

産関数の場合、生産要素間の代替性が存在せず、相対価格の変化に直面しても生産要素の投入比は

変化しない。 

                                                            
1 そもそも CES とは Constant Elasticity of Substitution の略であり、代替の弾力性が一定となるような生産関数のタイ

プを指している。 
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 図２－１のデータに基づき回帰分析を行った結果は以下の通りである。 

 
00.2:..61.0:.

)89.11()79.33(

ln86.079.0ln

2

******

WDRadj

r
w

L
K

+=

 
 （カッコ内はｔ値。***が１％水準、**が５％水準、*が 10％水準で有意であることを示す） 

 この結果、80 年以降のデータを用いた代替の弾力性は 0.86 であることが分かる。 

 

 CES 型生産関数に基づく代替の弾力性の計算は、弾性値が期間を通じて一定であるとの仮定を置

いている。そこで次に弾性値の時系列的な変化を観察するためトランスログ型の生産関数を仮定し、

次式に示されるトランスログ型コスト関数を推計した2。 

 
wrS
wrS

LLLKLL

KLKKKK

lnln
lnln

δδβ
δδβ

++=
++=

 

 （
wLrK

wLS
wLrK

rKS LK +
=

+
= ） 

 SK 、SLはそれぞれ資本、労働に要する費用の全費用に対する割合であり、β、δは推定すべきパ

ラメーターである。 

 この時、Allen-Uzawa の偏代替弾力性σKLは次式で表される。 

 LK

LKKL
KL SS

SS+
=
δσ

 
 よってδKLが分かれば、あとは各期の SK、SLの値を代入することにより、各期のσKLが求められ

る。 

 δKLは上記コスト関数を以下の制約、 

 LKKLLLLKKLKKLK δδδδδδββ ==+=+=+ 001  

の下で推計して導出する。これをσKLの式に代入することにより図２－４に表される弾性値が得ら

れる。 

 

 わが国における CES 型生産関数における資本・労働の代替の弾力性の計測例としては、黒田

（1984）、経済企画庁（1985）（1992）、中島（1990）、鎌田・増田（2000）、西崎・須合（2001）など

がある。 

 またトランスログ型生産関数における計測例としては、國則・高橋（1984）、経済企画庁（1985）

などがある。本稿と同様に全産業を対象とした計測を行った経済企画庁（1985）における代替の弾

力性は、1965～1983 年の期間で 0.92～0.94 であり、本稿の方が若干弾性値が低い。本稿の計測結果

                                                            
2 トランスログ型生産関数・コスト関数については和合（1983）、Greene（2000）等を参照。 
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でも 80 年代初頭の弾性値はわずかに高くなっていることから、これは計測期間の違いによるものと

考えられる。またその弾性値は本稿の結果と同様、時系列でみても安定的であり、代替の弾力性を

一定とおく CES 型生産関数を使用することに一定の根拠を与えているといえる。 

 なおコブ・ダグラス型生産関数の場合代替の弾力性は１となるが、現実に代替の弾力性がコブ・

ダグラス型生産関数の前提とする１と等しいか、あるいは１を上回るのか下回るのかといった問題

は、マクロ生産関数の議論上重要である。ここでは本論から逸脱するためこれ以上立ち入らないが、

本稿の計測結果も含め、これまでの実証結果をみると代替の弾力性はおおよそ 0.8～1.2 の範囲にあ

り、実証上良く使用されるコブ・ダグラス型生産関数の想定はそれほど外れたものではないと考え

られる3。 

                                                            
3 経済企画庁（1992）、鎌田・増田（2000）では代替の弾力性は１と有意に異ならないとしている。一方、本稿の推

計結果では弾力性の推計値（0.86）が１と等しいという帰無仮説はｔ検定により５％水準で棄却される。 
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補論３ 資本、労働のシフト分解について 

 

 ここでは第３章における資本、労働のシフト分解の具体的な数値算出の方法について解説する。 

 図３－２（補論図３－１として再掲）では点Ａ、点Ｃは現実に観察される点として特定化される。

また各点を通る等費用線も、それぞれの時点での資本コスト（r）労働コスト（w）を利用すること

で導出することができる。従って残された課題は等量曲線と点Ｂの導出である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①等量曲線の導出 

 まず生産関数として CES 型生産関数を仮定する。 

 ( ){ } ρρρλ δδγ
1

1 −−− −+= LKeY t  

 等量曲線とは、生産量を一定とした場合の K、L の組み合わせを結んで得られる曲線であるから、

Ae t =λγ  とおき技術進歩に関する項も一定とすると、 

 ( ){ } ρρρ δδ
1

1 −−− −+= LKAY   ……（補３．１） 

となる。よって K、L 以外のパラメーター（δ、ρ）を求めることで、等量曲線を導出することが

できる。 

 補論図３－１の点Ａにおける等量曲線を導出するには、点Ａにおいて等費用線と接する、つまり

点Ａでの等量曲線の限界代替率が等費用線の傾きと等しくなることを利用する。 

 （補３．１）式を全微分すると、 

 ( ){ } ( ){ } dLLKLAdKLKKAYd 11
111

1 1)1(1 −−−−−−−−−−−− −+−+−+= ρρρρρρρρ δδδδδδ  
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となるが、等量曲線では Y は一定なのだから 0=Yd  である。従って、 
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  ……（補３．２） 

が導かれる。左辺は限界代替率に他ならない。これが点Ａで等費用線の傾き（ 
a

a

r
w

−  ）と等しい

のだから、 
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  ……（補３．３） 

となる。ここで ra および wa は点Ａにおける資本コスト、労働コストの値、Ka、La は点Ａにおける

資本、労働の値である。この関係式からδを導出することができる。 

 一方ρは補論２でみたように、代替の弾力性σとは 
ρ

σ
+

=
1

1
 の関係にある。そこで補論２で

推計された代替の弾力性（σ＝0.86）からρを算出することで1等量曲線を一意に定めることができ

る。 

 点Ｃにおける等量曲線についても、（補３．３）式に対応する rc，wc，Kc，Lcを代入することで同

様に求めることができる。 

 

②点Ｂの導出 

 次に点Ｂ（Kb, Lb）の導出であるが、点Ｂは点Ａを通る等量曲線と、点Ｃの等費用線と平行な直線

とが接する点として定義されている。従って点Ｂにおいては等量曲線の限界代替率が点Ｃの等費用

線の傾きと等しい。従って（補３．２）式より、 
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（補３．４）式を等量曲線の式に代入すると、 

 
( )( ){ } ρρρ δδ

1

1
−−− −+= bb XKKAY  

                                                            
1 トランスログ型生産関数から導出された弾性値を使用して各期ごとに弾性値を可変にするという方法も考えられ

るが、結果にはほとんど影響を与えなかった。 
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となる。ところで点Ｂは点Ａを通る等量曲線上にあるのだから、 







A
Y

 ，δ，ρについて点Ａを通 

る等量曲線の値を代入すれば良い。よってここから Kbが求まり、（補３．４）より Lbも求まる。こ

うして点Ｂにおける（Kb, Lb）が導出できる。 
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補論４ 技術進歩の効果について 

 

 ここでは生産量１単位当たりの資本、労働（以下「単位当たり資本」「単位当たり労働」と呼ぶ）

とそのシフト分解を行う。第３章では資本－労働平面上で資本、労働のシフト分解を行ったが、技

術進歩の影響については必ずしも明確にはならなかった。ここでは資本、労働を生産量１単位当た

りでみた単位当たり資本－労働平面を用いて技術進歩の効果について簡単にみていくことにしたい。 

 補論図４－１は、単位当たり資本－労働平面上に単位当たり資本と単位当たり労働をプロットし

たものである。横軸の単位当たり労働（L/Y）は労働生産性（Y/L）の逆数に他ならないが、この単

位当たり労働量は減少トレンドを辿っている。このことは労働生産性が上昇を続けているというこ

とを表している。しかしその上昇テンポは次第に鈍化しており、特に 90 年代以降その傾向が顕著で

ある。一方、縦軸の単位当たり資本（K/Y）は資本係数とも呼ばれるが、これは資本ストックの蓄

積に伴いほぼ一定のテンポで増加を続けている。その結果、単位当たり資本、労働のプロットは同

平面上を左上方へとシフトしている。 

 補論図４－２はこのシフトの要因分解の方法を示している。基本的な方法は第３章でのシフト分

解と同様である（第３章および補論３参照）。すなわち、１次同次の CES 型生産関数を仮定した上

で、点Ａを通る単位等量曲線1と、点Ｃを通る等費用線に平行な直線が接する点として点Ｂを算出す

る。 

 点Ａから点Ｂへのシフトは生産要素の相対価格変化に伴う代替効果を表している。これは図３－

２の代替効果と同一である。 

 一方、点Ｂから点Ｃへのシフトは相対価格不変の下での単位等量曲線のシフトに伴うものであり、

技術進歩による効果であると捉えられる。厳密には（特に資本において）稼動率改善（悪化）によ

るシフトも存在するため2、実際にはこの分析でも厳密に技術進歩要因のみを捉えることはできない。

ただし図３－２における生産増加等効果とは異なり、生産量変化要因は取り除かれているため、長

期的には単位等量曲線のシフトは技術進歩要因によるものとして捉えても良いと考えられる。従っ

てここでは点Ｂから点Ｃへのシフトを技術進歩効果と呼ぶことにする。正の技術進歩は通常生産量

                                                            
1 単位等量曲線は、補論２のCES 型生産関数の両辺をY で除して（ここでは１次同次を仮定していることからμ=１）、 
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と表すことができる。単位等量曲線とは１単位の生産量を実現する単位当たり資本、労働の組み合わせの集合であり、

そのシフトは技術革新等に伴う生産技術体系の変化によってもたらされる。一般に技術進歩が進展するほど１単位の

生産に必要な資本、労働投入は減少するため、単位等量曲線は原点側へシフトする。 
2 特に資本 K については不況期に不稼動資本が存在し、経済環境の好転に伴いそれが生産の用に供されることで単位

当たり資本は減少する。これが稼動率改善に伴うシフトである。本稿では製造業の資本ストックについては稼動率調

整を施しこの問題にある程度対応しているものの、非製造業の資本ストックについては未調整のため、この点の問題

が残されている。非製造業資本ストックの稼動率調整については確立した方法は今のところ存在しないようであるが、

業務用電力原単位を用いる方法（鎌田・増田（2000））や第３次産業活動指数を用いる方法（内閣府（2001））などの

例がある。 
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１単位当たりの要素投入を減らすため3、技術進歩効果が大きいほど図３－２の生産増加等効果を縮

小させる効果を持つことになる。 

 

                                                            
3 ただし資本（労働）集約的な技術進歩が生じた場合には投入量は増加することがある。実際補論図３－２の概念図

では資本集約的技術進歩を仮定しているため点Ｂから点Ｃへかけて資本は増加している。しかし要素投入を費用額で

みると、（等費用線は原点側にシフトするため）技術進歩は要素投入額を減少させている。 
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 以上の枠組みを用いて、ここでも 80 年代と 90 年代以降とに分けて単位当たり資本、労働のシフ

ト分解を試みる。補論図４－３は 80 年代のシフト分解を行ったものである。これによると点Ａから

点Ｂへの代替効果が単位当たり労働を減少させ、単位当たり資本を増加させている。これは労働・

資本相対価格の上昇によるものであり、相対的に割高となった労働から割安となった資本への代替

が生じたことを表している。 

 次に点Ｂから点Ｃへのシフトをみると、技術進歩効果により単位当たり労働はさらに減少してい

る。これに対し 90 年代以降のシフト分解を行った補論図４－４をみると、点Ｂから点Ｃへのシフト

はわずかである。つまり 90 年代以降は、技術進歩効果による単位当たり労働の減少が小さく、それ

だけ労働減少圧力は弱かったことになる。 

 ところが図３－３、図３－４でみたように、生産量増加等効果（図３－３の点Ｂ→点Ｃ）は 80

年代の方が大きい。従って 80 年代は技術進歩効果による労働減少圧力が大きかったものの、生産量

増加による効果がそれを大きく上回っていたということができる。一方で 90 年代以降は技術進歩効

果による労働減少圧力は小さかったが、生産量の増加も小さかったため、生産増加等効果（図３－

４の点Ｂ→点Ｃ）は小幅なものにとどまった。ここからも 90 年代以降の生産量増加の弱さを確認す

ることができる。 
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